
 

 

ETC 応用の所要時間算出ロジックと応用システム 
 

上野 秀樹＊  大場 義和  島田 重人     桑原 雅夫 
（株式会社 東芝）       （東京大学 生産技術研究所） 

 
Travel Time Calculation Method Using ETC Data , And Application Systems 

Hideki Ueno,Yoshikazu Ohba,and Shigehito Shimada (TOSHIBA co.) 
Masao Kuwahara (IIS,University of Tokyo) 

 
Abstract 
    We developed travel time calculation method using ETC data. The point of development was removal of  
unusual data. It was verified that the travel time calculated by this method is true enough. In addition, we propose the 
prediction method for travel time information. Moreover, we propose the application systems and report views turned 
to practical use. 
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１．はじめに 

近年、道路交通システムにおいて、走行所要時間情報は

ドライバーに提供する情報の中でも重要な情報の１つとな

っている。 

一般に、走行所要時間情報は、高速道路上に設置された

センサの計測を基に演算されている。よって、センサが完

備されていない路線では、走行所要時間情報の提供が困難

な状況であり、またセンサの設置にはコストがかかること

も否めない事実である。 

ところで、今年の４月２４日よりＥＴＣシステムの試行

運用が供用され、ここ数年の間にはＥＴＣは全国展開され

る予定である。ここで、ＥＴＣシステムより得られるデー

タを用いて走行所要時間情報の演算が可能であれば、日本

全国ほとんどの高速道路において、新たにセンサを設置す

ることなく走行所要時間の演算が可能になる。 

しかしながら、以下のような問題点のために、ＥＴＣデ

ータの走行所要時間情報演算への利用が困難なことが想定

される。 

（１）サービスエリアにて休憩のために長期停車している

自動車等の特異データが多数含まれる。 

（２）区間、時間帯によって得られるデータが極端に少な

い場合がある。 

このような背景のもとで、本研究では、特異データの除

去を中心としてＥＴＣシステムから得られるデータを用い

た所要時間情報演算方法を提案し、フィールドデータを用

いて検証を行った。本方法を用いることで、センサが完備

されていない高速道路においても低コストで走行所要時間

の演算が可能となる。 

また、併せて上記システムの実用化に向けての提案およ

びＥＴＣを応用したシステムの提案を行う。 

 

２．対象道路、対象データ 

本研究では、ＥＴＣが試行運用されたばかりで利用車台

数が極めて少ないことなどから、ＥＴＣで得られるデータ

と同じ内容のデータを含む既存の料金収受システムで用い

られている磁気式通行券のデータを用いることにした。 

したがって、本研究では、料金収受システムが設置され

ている高速道路を対象とする。 

 

３．所要時間情報算出ロジックの開発 

3.1 料金収受システム 

 現在の料金収受システムにおいては、入口料金所にてド

ライバに渡され、出口料金所にてドライバから回収される

磁気式通行券から得られるデータをもとに料金の決定、収

受を行っている。磁気式通行券からは以下のデータが得ら

れる。 

 

 ・入口／出口料金所の通過時刻 

 ・入口／出口料金所のＩＤ 

 ・車種 

 

 これらのデータより、事後ではあるが、1 台 1 台の車両

の入口料金所から出口料金所までの走行所要時間実績値が

算出可能である。この値は、実際に車両が走行した場合の

走行所要時間であり、実績値としては最も信頼できる値で

ある。しかしながら、対象とする高速道路には、サービス

エリア（以下ＳＡと略す）やパーキングエリア（以下ＰＡ

と略す）が含まれ、料金収受システム（磁気式通行券）よ

り得られるデータから走行所要時間情報を得ることは、前

述したように以下の課題があり困難であった。 



 

 

 

●特異データの除去が難しい。 

 （ＳＡで長期停車している車両等の特異データが多い。） 

●データ数が少ない路線区間の対応が難しい。 

 （区間によっては利用数が少ない区間がある。） 

 

 本章では、これらの課題を考慮した料金収受システムデ

ータ利用走行所要時間情報演算方法を提案し、有効性の検

証を行う。有効性の検証には、関越自動車道路上り線（花

園～練馬間）のデータを使用した。 

 

3.2 基本アルゴリズム 

 3.1 節で述べたように、料金収受システムデータを利用

する場合は、“特異データが多い”、“得られるデータが少

ない区間がある”という考慮すべき課題がある。以下に、

これらを考慮した走行所要時間情報演算方法に関して述べ

る。 

 

3.2.1 特異データの除去 

 ここでは料金収受システムデータより得られる走行所要

時間実績値データ（出入口料金所通過時刻をもとに演算）

から特異データを除去する方法を考える。特異データの除

去を考えるにあたり、本研究では、以下のデータを特異デ

ータとみなした。 

 

(I)極端に短い走行所要時間データ 

 （渋滞における二輪車の走行所要時間等） 

(II)極端に長い走行所要時間データ 

 （ＳＡで長期停車した車両の走行所要時間等） 

(III)走行所要時間データの分布において主な分布から外

れているデータ（高速度や低速度での運転を好むドライ

バやＳＡでの短期停車車両の走行所要時間データ等） 

 

 図３．１に磁気式通行券から得られた走行所要時間実績

値と特異データの例を示す。 

 (I)の特異データに関しては、渋滞時の二輪車の走行所要

時間が相当すると考えられる。よって、あらかじめ二輪車

データを取り除くことで大部分を除去可能である。二輪車

データは入手データに対して占める割合が低いため、デー

タ数に関しても特に影響がないものと考えられる。 

 (II)の特異データに関しては、ＳＡやＰＡで休憩のため

長期停車している車両や、事故や故障で高速道路内で長期

停車している車両のデータが相当すると考えられる。これ

らのデータは、通常のデータ分布から大きく離れており、

人間が見ただけでも容易に除去可能なレベルであるため、

度数解析の結果を基に、ＡＩルールを作成し、これを使用

することで除去可能である。 

 (III)の特異データは、分布状況により除去すべきかどう

かの判断が必要なため、統計学的な手法により、クラスタ

分析を行うことで除去すべき特異データを判定し、除去を

行った。ここで、クラスタ分析を行う際に使用する閾値の

演算には、画像処理等で利用されている大津の閾値法を利

用した。 

 以上の方法を使用することで特異データの除去が可能で

ある。 

図３．１ 走行所要時間データの特異データの例 

 

3.2.2 走行所要時間情報の演算 

 走行所要時間情報としては、ある時間間隔（例えば５分

間）蓄積された走行所要時間実績値データに対し、まず特

異データを除去し、除去後のデータの平均値を演算し、こ

の平均値を走行所要時間情報として使用することが考えら

れる。特に、特異データを除去する過程において、データ

の分布が正規分布に近づいていく場合、平均値は、その時

間間隔中のデータを代表する走行所要時間として妥当な値

と考えられる。また、対象路線が複数の路線で構成される

場合、路線毎に本方法が適用可能であれば、それぞれの走

行所要時間情報を使用し、合計を計算する等の方法により

走行所要時間情報を演算することが可能である。 

 

3.2.3 データ数が少ない場合の対応 

 ここでは、データ数が少ない場合の対応を考える。3.2.2

節にて述べたように、データの平均値を演算することで走

行所要時間情報を求める場合、データ数が少ない場合には

妥当な値が得られない場合がある。この様な場合は、デー

タ数のチェックを行い別処理をする必要がある。データ数

が少ない場合の代表的なケースとしては以下があげられる。 

 

（ケース I）：閑散路線（常時交通量が少ない道路） 

（ケース II）：夜間で交通量が少ない場合 

（ケース III）：本線道路の交通量は多いが、たまたま対象

とする区間の利用が少ない場合 
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 基本的に交通量が少ない（ケースＩ）、（ケースII）の場

合、非渋滞時の平均速度で走行した場合の走行所要時間を

走行所要時間情報として使用することで対応可能である。

しかしながら（ケース III）の場合に関しては、高速道路

本線が非渋滞とは限らないため以下の様な対応策が必要で

ある。 

 

・他の区間の走行所要時間を利用し演算する方法 

 

 本研究では、平均値の信頼区間の考え方から必要最小限

データの目安を決定し、この目安にもとづきデータ数のチ

ェックを行い、データ数が少ない場合は前述の方法を使用

した。 

 

3.3 検証 

 図３．２に、実測データを使用し、特異データを除去後

の走行所要時間実績値データを平均した場合の例を示す。

図３．２より、特異データの削除が正常に行われ、演算さ

れた平均値が走行所要時間の真値とみなせることが確認で

きる。 

図３．２ 特異データ除去後の走行所要時間データの平均

値を演算した例（関越自動車道路の実測データを使用） 

 

 また、データ数が少ない場合に関して、他の区間の走行

所要時間を利用し演算する方法を使用した例を図３．３に

示す。図３．３から、他区間のデータを利用することによ

りデータ数が少ない場合も充分対応可能であることがわか

る。 

図３．３ 他区間走行所要時間を利用した場合の演算例 

 

 

 

3.4 評価 

 本研究で使用している走行所要時間データは、車両が出

口料金所を通過した後に入手される磁気式通行券から得ら

れたものである。よって、3.2 節の方法で作成された走行

所要時間情報は、事後データといえる。事後に得られるデ

ータではあるが、3.3 節の検証結果からもわかるように、

提案した手法で算出された走行所要時間は真値（実績値の

代表値）に限りなく近い値といえる。これは、既存のセン

サや、データ収集装置の代わりとして利用できる可能性が

あることを意味している。 

 しかしながら、この値はあくまで過去の値であり、ドラ

イバに提供する走行所要時間情報として望まれる“これか

ら出発する車両が走行に要するであろう走行所要時間”で

はない。よって、望ましい走行所要時間情報として考えら

れるのは、走行所要時間の予測値である。予測値の演算方

法としては、実績値データを基に作成した走行所要時間パ

ターンを利用し予測を行う“類似走行所要時間パターン検

索方法”がある。この方法は、まず、数週間分の走行所要

時間データを蓄積し、多数の一日分走行所要時間パターン

を作成する。この場合に、走行所要時間パターンとしては、

平日、休日、休日前、休日明け、五十日（ごとうび）等の

同じ特徴を持つパターンを数パターン作成する必要がある。

つぎに作成した多数の一日分走行所要時間パターンと予測

当日の実測データを用いて類似した走行所要時間パターン

を検索する。最後に検索されたパターンを用いて走行所要

時間を予測する。この際に、対象路線が複数の区間で構成

されていると考えることにより、タイムスライス演算を利

用することも可能である（ここで、区間とは２つの料金所

に挟まれる路線と考えればよい）。 

 走行所要時間情報を提供するには、今後、前述のような

方法を用い、これから出発する車両が走行に要するであろ

う走行所要時間の予測値を演算していくべきである。 

 

 

図３．４ 類似走行所要時間パターン検索方法の概要 
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４．応用システムの提案 

本研究では、磁気式通行券で得られるデータをＥＴＣデ

ータとみたてて所要時間の算出ロジックの研究、評価を行

ってきたが、本章ではその応用システムについて 

・所要時間算出ロジックの応用システム 

・ＥＴＣデータを用いた応用システム 

の２点から以下に提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．１ 応用システム関連図 

 

4.1 所要時間算出ロジックの応用 

冒頭でも述べたが、本研究の目的はドライバーへの所要

時間情報の提供であり、算出された所要時間情報は、各種

メディアに情報提供を行うことを目的としている。具体的

な実現化に向けての提言は次章の「実用化への展望」を参

照されたい。 

一方、この所要時間算出ロジックの応用例を以下に示す。 

 

①感知器所要時間情報の検証 

3.2 節によって算出される所要時間は、出発時刻と到

着時刻から求めたいわゆる実績所要時間であり、過去デ

ータではあるが限りなく真値に近い所要時間である。 

一方、感知器データを用いて算出した所要時間は、感

知器が設置されている地点の交通データが、感知器がカ

バーしている区間の交通状況を代表していると仮定して、

その区間の仮想所要時間を算出し、各区間で算出知れた

仮想所要時間を足し合わせている場合が多く、必ずしも

正確な所要時間を表しているとは限らない。 

したがって、感知器データから算出される所要時間の

精度を検証するうえで、本ロジックにより算出される所

要時間データは有効であると考えられる。 

 

②感知器データの異常検出 

車両感知器から得られる交通データは、感知器の異常

や感知器上を通りすぎる車両の異常走行などにより、時

として実際の交通状況とは異なる交通データを提供する

場合がある。 

ここで、①にも関連するが、感知器から得られる区間

所要時間、交通量と料金収受データから得られる区間所

要時間と交通量を比較することにより、感知器データの

異常を検出することも考えられる。 

 

③予測所要時間情報の検証 

①項で述べたように、3.2 節のロジックで求められる

所要時間は限りなく真値に近い所要時間である。 

したがって、この所要時間を用いることによって、3.4

節で述べている方法により求められる予測所要時間や別

の方法で求められる予測所要時間の検証を行うことが可

能である。 

 

また、これら以外にも最近東京都で提案されているＥＴ

Ｃを応用したロードプライシングのバックデータとしても

有効であると考えられる。 

 

4.2 ＥＴＣの応用 

所要時間以外にもＥＴＣで得られるデータを用いて、以

下のような応用も考えられる。 

①各種車両混入率の計測 

ＥＴＣを含む料金収受システムでは車種により、利用

料金が異なる。したがって、ＥＴＣから得られるデータ

の中には車種を特定するデータが含まれており、これを

使うことにより、大型車混入率など、各車両別混入率を

算出することが可能である。 

 

②ダイナミックなＯＤ計測 

ＥＴＣを含む対距離方式の料金収受システムでは、出

口にて料金の精算を行う際に得られる情報から、その車

両が利用した入口情報と出口情報を入手することが可能

である。したがって、その情報をオンラインで集計する

ことによりダイナミックなＯＤ計測が可能になる。 

 

③車両追跡 

さらに、ＥＴＣのアンテナが高速道路本線上の要所に

設置されるようになると、②の技術を発展させ、特定の

車両がどのような経路を移動したかを追跡できることも

可能となるが、プライバシーの保護には注意が必要であ

る。 

 

また、これら以外にもＴＤＭ（交通需要管理）への応用

等が考えられる。 
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５．所要時間算出ロジックの実用化への展望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 節の検証結果のとおり、今回開発した所要時間算出

ロジックは事後データとしては、真値の所要時間データと

して十分に扱えるものと考えられるが、これから高速道路

を利用しようとしているドライバーに対しては、目的地に

これから何分で到着するかの予測情報が求められる。 

したがって、今後は3.4節で提案している予測方法の精

度検証を行い、実用に十分に耐えうるように精度を上げる

ことが急務である。 

一方、算出した情報の提供方法も実用化に向けての重要

な要素である。現在一般的に行われているのは、高速道路

の本線上に設置された情報掲示板への情報提供や VICS を

利用した車載器への情報提供があるが、今後はインターネ

ットを通じて各家庭への情報配信や、ｉ－ｍｏｄｅ端末へ

の配信など、必要なときに引き出せる情報としての利用が

増えるものと考えられる。（図５．１参照） 

また、今回、ＥＴＣを応用した所要時間情報の算出ロジ

ックを開発した目的の一つに、低コストにて導入できるこ

とがある。したがって、現在感知器が整備され、既に情報

提供されている路線よりもむしろ、まだ感知器が配備され

ていない路線に対する所要時間の情報提供システムの導入

に適したものといえる。 

 

６．あとがき 

今回の研究では、ＥＴＣを応用したシステム提案として

所要時間算出ロジックの開発を述べてきたが、検証で用い

ているデータをみてもわかるとおり、当然、現在既に運用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

されている磁気式通行券を使った料金収受システムにも適

用可能な方法である。 

また、料金収受データをベースとしていることから、実

用化に向けての注意事項として、プライバシー保護がある。

今回もこれに注意を払い、使用しているデータにはプライ

バシー情報を用いていない。 

最後に本研究を行うにあたり、フィールドデータを提供

していただいた日本道路公団の方々に感謝の意を表します。 
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図５．１ 情報提供イメージ


	Abstract

